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１ 経緯 

平成18年に「新地方公会計制度研究会報告書」において「基準モデル」及

び「総務省方式改訂モデル」が示され、総務省よりいずれかのモデルに基づ

いて新地方公会計の整備を行うよう要請されました。本市では、既存の決算

統計情報を活用した「総務省方式改訂モデル」を採用し、財務書類を作成し

ていましたが、全国の自治体で財務書類作成方法が複数存在（上記2モデル、

東京方式、大阪方式等）することとなり、他市との比較分析が困難な状況に

なっていました。 

 

そのため、平成27年に総務省より「統一的な基準による地方公会計の整備

促進について〔総務大臣通知〕」が示され、平成27年度から29年度までの3

年間で、全ての地方公共団体において「統一的な基準」による財務書類を作

成するよう再度、要請があり、本市では、平成27年度決算より一般会計等に

ついて作成し、平成28年度から決算と合わせて公表しています。 

 

既存の「総務省方式改訂モデル」は、公有財産の状況について、決算統計

情報等を元に作成していましたが、「統一的な基準」においては、個別資産

を積み上げた固定資産台帳の整備を行い、それを元に資産計上しています。 

 

 

２ 財務書類とは 

財務書類とは、企業会計に用いられる発生主義の考え方に基づいて作成さ

れた財務資料であり、明石市では、「貸借対照表」「行政コスト計算書及び

純資産変動計算書」「資金収支計算書」の３表で構成しています。 

 

① 貸借対照表とは、基準日時点における財政状態（資産・負債・純資産の

残高及び内訳）を表示したものです。 

② 行政コスト計算書及び純資産変動計算書とは、企業会計において損益計

算書及び株主資本等変動計算書と呼ばれ、一会計期間中の費用・収益の取

引高及び一会計期間中の純資産の変動を表示したものです。 

③ 資金収支計算書とは、企業会計において、キャッシュ・フロー計算書と

呼ばれ、一会計期間中の現金の受払いを「業務活動収支」、「投資活動収

支」、「財務活動収支」の3つの区分で表示したものです。 
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３ 財務書類3表の相互関係 

 

業務活動収支

＋

投資活動収支

＋

財務活動収支

純行政コスト

+

＋

前年度末純資産残高

+

資産評価差額

＋

無償所管換等

＋

その他

本年度末現金預金残高

財源

貸借対照表

資金収支計算書

行政コスト計算書及び純資産変動計算書

経常収益

－

経常費用

＋

臨時利益

資産

負債

純資産
－

臨時損失

＝

＝

本年度末純資産残高

本年度末歳計外現金残高

＝

＋

前年度末資金残高

＋

現金預金

本年度

資金収支額

 
 

４ 財務書類作成対象会計の範囲 

一般会計等の作成対象会計は、一般会計、葬祭事業特別会計、公共用地

取得事業特別会計、石ヶ谷墓園整備事業特別会計、母子父子寡婦福祉資金

貸付事業特別会計の5つの会計になります。 

 

５ 作成基準日 

会計年度末（3月31日）とし、当該年度の出納整理期間（4月1日～5月31

日）における収支は、作成基準日までに決済したものとして整理します。 
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６ 貸借対照表 

令和３年度末時点での総資産は、3,157億円であり、主な内訳として固定

資産が2,983億円、流動資産が174億円となっています。また、負債では、

固定負債が1,285億円、流動負債が155億円となっています。 

前年度と比べると総資産で4億円の減、固定資産では12億円の減、流動資

産は8億円の増となっています。また、固定負債では23億円の減、流動負債

は2億円の減となっています。

（単位：百万円）

令和２年度 令和３年度 対前年度比 令和２年度 令和３年度 対前年度比

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 299,504 298,275 △ 1,229 固定負債 130,851 128,523 △ 2,328 

有形固定資産 287,002 285,679 △ 1,323 地方債 108,951 106,790 △ 2,161 

事業用資産 174,814 173,143 △ 1,671 長期未払金 7,718 7,620 △ 98 

土地 100,128 100,133 5 退職手当引当金 13,840 13,893 53 

建物 141,238 142,271 1,033 その他 342 220 △ 122 

建物減価償却累計額 △ 75,142 △ 78,478 △ 3,336 流動負債 15,714 15,474 △ 240 

工作物 15,467 16,979 1,512 1年内償還予定地方債 11,360 11,258 △ 102 

工作物減価償却累計額 △ 7,266 △ 8,090 △ 824 未払金 80 112 32 

建設仮勘定 389 328 △ 61 賞与等引当金 1,255 1,139 △ 116 

インフラ資産 110,909 111,466 557 預り金 2,841 2,846 5 

土地 84,478 84,811 333 その他 178 119 △ 59 

建物 5,440 5,393 △ 47 

建物減価償却累計額 △ 3,933 △ 3,999 △ 66 

工作物 55,204 56,487 1,283 

工作物減価償却累計額 △ 31,652 △ 33,774 △ 2,122 

建設仮勘定 1,372 2,548 1,176 

物品 5,203 5,283 80 

物品減価償却累計額 △ 3,924 △ 4,213 △ 289 

無形固定資産 70 70 0 

投資その他の資産 12,432 12,527 95 

投資及び出資金 7,158 7,443 285 146,565 143,997 △ 2,568 

長期延滞債権 1,025 1,012 △ 13 

長期貸付金 575 443 △ 132 【純資産の部】

基金 3,674 3,629 △ 45 純資産 169,565 171,701 2,136 

流動資産 16,626 17,423 797 

現金預金 5,105 5,370 265 

未収金 640 351 △ 289 

短期貸付金 138 96 △ 42 

基金 10,743 11,606 863 

財政基金 9,241 10,104 863 

減債基金 1,502 1,502 0 169,565 171,701 2,136 

316,130 315,698 △ 432 316,130 315,698 △ 432 

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表

金額 金額
科目 科目
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【資産の部】

固定資産

有形固定資産

事業用資産

インフラ資産

　土地

　建物

　工作物

減価償却累計額

　建設仮勘定

無形固定資産 ソフトウェアなど

投資その他の資産

投資及び出資金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

流動資産

現金預金 本年度末資金残高　＋　本年度末歳計外現金残高

未収金

基金

【負債の部】

固定負債

地方債

長期未払金

退職手当引当金

その他

流動負債

1年内償還予定地方債

未払金

賞与等引当金

預り金

その他

複数年度にわたって工事などを行う場合、完成途中でこれまでに支払った額を計上

出資金、出えん金

市税や使用料などの未収金（繰越調定にかかるもの）

貸借対照表の主な項目に関する説明

科目 項目説明

庁舎・学校・市営住宅・プール・防火水槽などの資産

公園・道路・橋りょうなど社会基盤となる資産

建物及び建物附属設備

道路・橋りょうなどの構築物

市が保有する土地

減価償却費の累計額

庁舎建設基金や一般廃棄物処理施設整備基金などの特定目的基金

市税や使用料などの未収金（現年調定にかかるもの）

財政基金及び減債基金

　物品 購入価格（評価額）100万円以上の備品及び全ての車両

市が貸付を行ったもののうち、1年以内に返済されないもの

長期継続契約により取得したリース資産に係る翌年度のリース料

契約保証金・源泉徴収所得税など（本年度末歳計外現金残高）

長期継続契約により取得したリース資産に係る翌々年度以降のリース料総額

地方債残高のうち、翌年度に償還する額

市が負担することが確定している債務のうち、翌年度に支払うもの

基準日時点までの期間に対応する翌年度の期末手当・勤勉手当

地方債残高のうち、翌々年度以降に償還する額

市が負担することが確定している債務のうち翌々年度以降に支払うもの

当該年度末に在職し、引き続き新年度も在職する職員が、当該年度末をもって全員退職した
と仮定した場合に、必要となる退職手当の額
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（１）資産の状況 

 

① 有形・無形固定資産 

統一的な基準による地方公会計マニュアルに定める評価基準及び評価

方法により算出しています。 

有形固定資産と無形固定資産を合わせると2,857億円で全体の資産の

90.5％を占めています。有形固定資産のうち、最も簿価が高いのは、学

校教育施設（幼稚園含む）で844億円、次いで道路・橋りょう施設が476

億円、公園施設が276億円、市営住宅施設が201億円となっており、上位4

つで有形固定資産の半分以上を占めています。 

     

前年度と比べると、事業用資産では、建物で、魚住文化財収蔵庫の建

設や小学校の便所やエレベーターの整備などにより10億円の増、工作物

で、明石クリーンセンターの焼却施設・破砕選別施設改修工事などによ

り15億円の増となっています。 

また、インフラ資産では、土地で、山手環状線街路事業や江井ヶ島松

陰新田線道路事業などにより3億円の増、工作物で、交通安全施設整備に

伴う道路舗装工事などにより13億円の増となっています。 

 

② 投資その他の資産 

投資及び出資金は74億円となっています。主なものは、明石地域振興

開発㈱や地方独立行政法人明石市立市民病院に対する出資金です。 

長期延滞債権は、10億円となっています。主なものは、市税や住宅資

金貸付金及び災害援護資金貸付金です。 

長期貸付金は4億円となっています。主なものは、明石地域振興開発

㈱に対する都市開発資金貸付金です。 

 

③ 流動資産 

歳計現金などの現金預金は54億円となっています。 

また、未収金は4億円となっています。その主なものは市税です。 

 

④ 基金 

固定資産にある基金は36億円となっています。ここには、庁舎建設基

金や一般廃棄物処理施設整備基金などの特定目的基金を計上しています。 

流動資産にある基金は116億円となっています。ここには、財源調整

のための財政基金や地方債返済のための減債基金を計上しています。 
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（２）負債の状況 
 

① 地方債 

地方債残高のうち、翌々年度以降償還額1,068億円を固定負債に、翌年

度償還額113億円を流動負債に計上しています。 

前年度と比べ、地方債の発行額が減少したことなどにより、23億円減

となっております。 
 

② 退職手当・賞与等引当金 

固定負債にある退職手当引当金は139億円で、流動負債にある賞与等引

当金は、11億円になります。 

 

③ 預り金 

 歳計外現金のことで、県民税・契約保証金等があります。 

 
 

（３）財務分析 

 

① 純資産比率 

純資産比率とは、資産総額に対する純資産の割合、すなわち、将来返

済を要しない財源により資産を形成した割合を示す指標で、数値が高い

ほど過去及び現世代の負担によって将来世代も利用可能な資産を形成し

たことを意味します。本市の令和３年度の値は、前年度と比べて0.8ポイ

ント増の54.4％となっています。 

なお、令和２年度の県下市平均・類似団体平均よりも小さい値となっ

ています。 

※県下市平均は、ホームページ上に比較可能な形式で公表している県下29市中24市
　の平均値です。

※類似団体平均は、総務省資料「統一的な基準による財務書類に関する情報」で

　用いられる類似団体区分による平均値です。

令和３年度
純資産比率

R2

R3

純資産合計 171,701 百万円

315,698 百万円

53.6% 68.0% 70.2%

＝
資産合計

54.4%

54.4%

類似団体平均県下市平均明石市
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② 有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） 

 有形固定資産減価償却率とは、償却資産の取得価額等に対する減価償却

累計額の割合を示す指標です。これは、資産の減価償却がどの程度進んで

いるかを指標化したもので、これにより、その資産の経年の程度を把握す

ることができます。当該比率は、公共施設等の除却・更新等により改善

（低下）することから、公共施設マネジメントを行う上で有用な指標とさ

れています。 

 本市の令和３年度の値は、前年度の54.3％から1.9ポイント増加し、

56.2％となっており、令和２年度の県下市平均・類似団体平均よりも小さ

い値となっています。 

※償却資産の取得価額等は、有形固定資産のうち土地・物品・建設仮勘定を除いた額です。

※県下市平均は、ホームページ上に比較可能な形式で公表している県下29市中24市の平均値
　です。

※類似団体平均は、総務省資料「統一的な基準による財務書類に関する情報」で用いられる

　類似団体区分による平均値です。

65.9% 62.8%

124,341 百万円
＝

令和３年度
有形固定資産減価償却率

56.2%
221,130 百万円

R3

減価償却累計額

償却資産の取得価額等

明石市

54.3%

56.2%

県下市平均 類似団体平均

R2

 

 

７ 行政コスト計算書及び純資産変動計算書 

令和３年度の行政コストは、業務費用が527億円、移転費用が642億円、 

経常収益が46億円で差引の純経常行政コストは、△1,123億円となっていま

す。 

また、純経常行政コストから臨時損益を差し引きした純行政コストは、 

△1,123億円になります。この純行政コストに財源を加え、さらに資産評価

差額と無償所管換等を差し引いた21億円が純資産変動額になります。 

本年度末純資産残高1,717億円は、前年度末純資産残高に純資産変動額を

加えたものです。 

前年度と比べると、経常費用が182億円の減、経常収益が5億円の増となり、

純経常行政コストは187億円の減になっています。また、本年度純資産額変

動額は29億円の増となっています。 

主な増減としては、移転費用のうち、補助金等について、特別定額給付金

の給付に係る事業等の減少により、前年度に比べて302億円の減となってい

ます。 

国県等補助金については、特別定額給付金の給付に係る補助金等の減少に

より、207億円の減となっています。 
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（単位：百万円）

令和２年度 令和３年度 対前年度比

経常費用 135,087 116,867 △ 18,220 毎年度、継続的に発生する費用

業務費用 47,412 52,674 5,262 

人件費 21,094 21,267 173 

職員給与費 17,009 17,422 413 職員の人件費

退職手当引当金繰入額等 4,085 3,845 △ 240 退職手当引当金として新たに繰入れられた金額など

物件費等 24,765 29,369 4,604 

物件費 15,778 20,241 4,463 消耗品等の需用費・委託料・使用料など

減価償却費 6,764 6,873 109 
土地以外固定資産について、当該年度に減価償却を行った金額
（資産の価値が減少した金額）

維持補修費 2,223 2,255 32 建物や道路などを維持管理するための費用

その他の業務費用 1,553 2,038 485 

支払利息等 1,553 2,038 485 地方債の利子償還額など

移転費用 87,675 64,193 △ 23,482 

社会保障給付 36,444 43,068 6,624 障害福祉費や私立保育所等の運営費などの扶助費

他会計への繰出金 9,552 9,676 124 国民健康保険事業・介護保険事業などの特別会計への繰出金

補助金等 41,679 11,449 △ 30,230 各種団体への補助金・報償費など

経常収益 4,161 4,613 452 毎年度、継続的に発生する収入

使用料及び手数料 2,337 2,466 129 
市民等が行政サービス等を利用した際に徴収する額、公の役務の
提供に対し徴収する金額

その他 1,824 2,147 323 その他経常的収入

純経常行政コスト △ 130,926 △ 112,254 18,672 経常収益 － 経常費用

臨時損失 395 157 △ 238 資産除売却損など

臨時利益 45 143 98 資産売却益など

純行政コスト △ 131,276 △ 112,268 19,008 純経常行政コスト - 臨時損失 + 臨時利益

財源 130,510 114,450 △ 16,060 

税収等 63,244 67,911 4,667 地方税、地方交付税及び地方譲与税

国県等補助金 67,266 46,539 △ 20,727 

本年度差額 △ 766 2,182 2,948 

資産評価差額 0 △ 1 △ 1 出資金等の評価差額など

無償所管換等 41 △ 45 △ 86 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など

その他 0 0 0 

本年度純資産変動額 △ 725 2,136 2,861 財源＋資産評価差額等－純行政コスト

前年度末純資産残高 170,290 169,565 △ 725 

本年度末純資産残高 169,565 171,701 2,136 貸借対照表の純資産合計額と同じ

      行政コスト及び純資産変動計算書

項目説明

金額

科目
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８ 資金収支計算書 

行政サービスを行う中での、業務活動収支は81億円の黒字、道路整備など

の資産形成等に係る投資活動収支は53億円の赤字、地方債の借入・償還に係

る財務活動収支は25億円の赤字となり、本年度資金収支額は、3億円の黒字

となります。 

（単位：百万円）

令和２年度 令和３年度 対前年度比

【業務活動収支】

業務支出 128,021 109,952 △ 18,069 毎年継続的に支出されるもの

業務費用支出 40,346 45,759 5,413 人件費・物件費などに係る支出

移転費用支出 87,675 64,193 △ 23,482 団体への補助金・他会計への繰出金など

業務収入 132,664 118,029 △ 14,635 毎年継続的に収入されるもの。税収・国県補助金など

臨時支出 0 0 0 災害復旧費などの臨時的な支出

臨時収入 0 0 0 臨時的な収入

業務活動収支 4,643 8,077 3,434 

【投資活動収支】

投資活動支出 6,642 7,020 378 
公共施設や道路整備などの資産形成、基金積立や貸付金などの
金融資産形成に支出したもの

投資活動収入 2,804 1,710 △ 1,094 
公共施設整備に係る国県等補助金、土地などの固定資産の売却
収入、基金繰入金、貸付元金収入など

投資活動収支 △ 3,838 △ 5,310 △ 1,472 

【財務活動収支】

財務活動支出 10,747 11,590 843 地方債の元金償還額など

財務活動収入 11,439 9,083 △ 2,356 地方債発行収入

財務活動収支 692 △ 2,507 △ 3,199 

1,497 260 △ 1,237 業務活動収支＋投資活動収支＋財務活動収支

767 2,264 1,497 

2,264 2,524 260 本年度資金収支額＋前年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高 2,784 2,841 57 

本年度歳計外現金増減額 57 5 △ 52 

本年度末歳計外現金残高 2,841 2,846 5 

本年度末現金預金残高 5,105 5,370 265 
貸借対照表の現金預金と同額
（本年度末資金残高＋本年度末歳計外現金残高）

資金収支計算書

項目説明

前年度末資金残高

本年度末資金残高

金額

本年度資金収支額

科目

 


